
大和市告示第１３号 

大和市私立幼稚園等運営費補助金交付要綱を次のように定める。 

令和４年１月１８日 

大和市長 大 木  哲 

 

大和市私立幼稚園等運営費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、私立幼稚園等（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼

稚園（以下「幼稚園」という。）及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第２項

に規定する認定こども園（以下「認定こども園」という。）をいう。以下同じ。）の健全な運営、

子育て支援の充実及び幼児教育の振興を図るため、私立幼稚園等の運営費に係る経費に対して補

助金を交付することについて、大和市補助金交付規則（昭和４２年大和市規則第２１号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助事業） 

第２条 補助事業は、別表に掲げる区分ごとに、それぞれ同表対象施設の欄に掲げる施設を運営す

る者による事業とする。 

（補助対象経費） 

第３条 補助金の対象経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に掲げる区分に応じ、それ

ぞれ同表対象経費の欄に定める経費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、申請者が、補助事業の実施に係る子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第１１条の子どものための教育・保育給付について本市が認定した保護者に代

わり支払を受け、若しくは国、本市その他公共団体から補助事業の実施に係る他の補助金等の交

付を受け、又はこれらを受けることが見込まれている場合は、前項の規定により算出した経費か

ら当該給付及び補助金等の額を除いた額を補助対象経費とする。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表に掲げる区分に応じ、それぞれ同表対象経費の欄に定める経費の実支

出額又は同表補助基準額の欄に掲げる額のいずれか少ない方の額とする。 

 （準用） 

第５条 この要綱による補助事業の申請、事業計画の中止、交付条件、事業実績の報告、仕入控除

税額（大和市民間保育所等運営費補助金交付要綱（平成１９年大和市告示第３５号）第５条第２

項に規定する仕入控除税額をいう。）の確定に伴う補助金の返還及び書類の整備等については、



同要綱第５条から第７条まで及び第９条から第１１条までの規定を準用する。 

（委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公表の日から施行し、令和３年度に実施する補助事業から適用する。 

（大和私立幼稚園等特別支援教育費補助金交付要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる要綱は、廃止する。 

(1) 大和私立幼稚園等特別支援教育費補助金交付要綱（平成２１年大和市告示第２１２号） 

(2) 大和市私立幼稚園等職員研修費及び運営管理費補助金交付要綱（平成２１年大和市告示第

２１３号） 

(3) 大和市私立幼稚園長時間預かり保育等支援事業補助金交付要綱（平成２６年大和市告示第

４３号） 

(4) 大和市一時預かり支援事業補助金交付要綱（平成２８年大和市告示第３１号） 

（大和市民間保育所等運営費補助金交付要綱の一部改正） 

３ 大和市民間保育所等運営費補助金交付要綱（平成１９年大和市告示第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第１条中「並びに学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園（以下「幼

稚園」という。）」を削る。 

第３条第２項中「補助事業の実施に係る子ども・子育て支援法」を「、補助事業の実施に係る

子ども・子育て支援法」に、「を本市」を「について本市」に改める。 

第５条第２項中「以下同じ」を「）（以下単に「仕入控除税額」という」に改め、同項ただし

書中「当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る」を削る。 

第６条の見出し中「変更」を「中止」に改め、同条第１項中「変更し、又は」を削り、「規則

第８条第１項の規定により必要書類を市長に提出しなければ」を「その旨を市長に届け出なけれ

ば」に改め、同条第２項を削る。 

第７条各号列記以外の部分を次のように改める。 

規則第６条第２項の条件は、次に掲げるとおりとする。 

第７条第１号中「予定」を「、予定」に、「のない」を「がなく」に、「受けなければならな

い」を「受けること」に改め、同条第２号中「把握しなければならない」を「把握すること」に

改め、同条第３号中「及び」及び「。以下「適化法施行令」という。」を削り、「期間」の次に



「 

「 

」

」

「（以下「処分制限期間」という。）」を、「ならない」の次に「こと」を加え、同条第４号中

「ある」の次に「こと」を加え、同条第５号中「図らなければならない」を「図ること」に改め

る。 

第９条を削る。 

第１０条第２項中「補助事業者は、消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあって

は」を「第５条第２項の規定は」に、「に当たり、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る」を「場合（」に、「は、これを補助金額から減額して報告するとともに、その計算方法、積

算の内訳等を記載した書類を提出しなければならない。」を「限る。）について準用する。」に

改め、同項ただし書を削り、同条を第９条とする。 

第１１条の見出し中「消費税及び地方消費税に係る」を削り、同条第１項中「に消費税」の次

に「及び地方消費税」を加え、「当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る」を削り、同条

第２項中「当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る」を削り、同条を第１０条とする。 

第１２条第１項ただし書中「及び」を削り、「適化法施行令第１４条第１項２号の規定により

当該補助事業を所管する大臣が別に定める期間」を「処分制限期間」に改め、同条第２項中「場

合には」の次に「、補助事業者に対し」を加え、同条を第１１条とする。 

第１３条を削り、第１４条を第１２条とし、第１５条を第１３条とする。 

別表第１中「補助金基準表」を削り、同表保育士宿舎借り上げ支援事業費の項中「民間保

育所、認定こども園及び家庭的保育事業等」を「民間保育所等」に改め、同表３歳児受入れ

等連携支援事業費の項中「、認定こども園及び幼稚園」を「及び認定こども園」に、「を

閉所している、又は」を「に閉所し、又は当該年度に」に、「長期休業を設定している場

合は、国保育対策要綱別表に規定する」を「期間閉所した場合は当該」に、「以上の長期

休業を設定している場合は、」を「以上の期間閉所した場合は」に改め、同表延長保育事

業費の項中「民間保育所、認定こども園及び家庭的保育事業等」を「民間保育所等」に、

「平成２８年１０月２５日施行」を「平成２８年１１月７日付け次育第５４２号神奈川県

知事通知「平成２８年度神奈川県子ども・子育て支援交付金交付要綱等の制定について」

別添」に改め、同表実費徴収に係る補足給付を行う事業費の項及び一時預かり事業費の項中 

実費徴収に係る補足給付を行う事業費 民間保育所等 

 
を 

一時預かり事業費 

 

実費徴収に係る補足給付を行う事業費 民間保育所等 
に 

一時預かり事業費 民間保育所及び家庭的保育事業等 

 

改め、同表施設等利用給付事務促進事業費の項を削り、同表保育士加配事業費の項中「民間保育



所、認定こども園及び家庭的保育事業等」を「民間保育所等」に改める。 

別表第２中「第１４条」を「第１２条」に改める。 



別表（第２条―第４条関係） 

区分 対象施設 対象経費 補助基準額 

１ ３歳

児受入

れ等連

携支援

事業費 

市内に設置

された幼稚

園 

保育対策総合支援事業費補助金交

付要綱（平成３０年１０月１７日

付け厚生労働省発子１０１７第５

号厚生労働事務次官通知「保育対

策総合支援事業費補助金の国庫補

助について」別紙。以下「国保育

対策要綱」という。）第３項第

１８号に掲げる３歳児受入れ等連

携支援事業を実施するために必要

な経費（国保育対策要綱別表に規

定する対象経費に限る。） 

国保育対策要綱別表に規定する基準

額とする。ただし、常態的に土曜日

に閉所し、又は当該年度に大和市の

休日を定める条例（平成元年大和市

条例第３号）に規定する休日（土曜

日を除く。）以外に連続して７日以

内の期間閉所した場合は当該基準額

を２で除して得た額とし、連続して

８日以上の期間閉所した場合は補助

金を交付しないものとする。 

２ 幼稚

園にお

ける長

時間預

かり保

育運営

費支援

事業費 

幼稚園 神奈川県子どものための教育・保

育給付費補助金（認可化移行運営

費支援事業費等）交付要綱（平成

２７年９月３日施行。以下「長時

間要綱」という。）第２条第２号

に掲げる幼稚園における長時間預

かり保育運営費支援事業を実施す

るために必要な経費（長時間要綱

別表に規定する対象経費に限

る。） 

長時間要綱別表に規定する基準額と

する。ただし、土曜日に閉所した場

合は補助金を交付しないものとす

る。 

３ 実費

徴収に

係る補

足給付

を行う

事業費 

幼稚園 神奈川県子ども・子育て支援交付

金交付要綱（平成２８年１１月７

日付け次育第５４２号神奈川県知

事通知「平成２８年度神奈川県子

ども・子育て支援交付金交付要綱

等の制定について」別添。以下

「支援要綱」という。）第２条第

支援要綱別表に規定する基準額とす

る。 



３号に掲げる実費徴収に係る補足

給付を行う事業を実施するために

必要な経費（支援要綱別表に規定

する対象経費に限る。） 

４ 一時

預かり

（幼稚

園型）

事業費 

私立幼稚園

等 

支援要綱第２条第１１号に掲げる

一時預かり事業を実施するために

必要な経費（支援要綱別表に規定

する対象経費に限るものとし、第 

２号に規定する対象経費を除く。）

支援要綱別表に規定する基準額とす

る。 

５ 特別

支援教

育費 

市内に設置

された私立

幼稚園等 

神奈川県の私立幼稚園等特別支援

教育費補助金交付要綱（昭和５４

年４月１日施行。以下「特別支援

要綱」という。）第４条に規定す

る補助対象経費 

９，０００円に各月に在籍する児童

（特別支援要綱第４条に規定する障

害児のうち、市内に居住する児童

（月途中に入園し、若しくは退園

し、又は転入し、若しくは転出した

者を含む。）に限る。）の数を乗じ

て得た額とする。 

６ 一時

預かり

支援事

業費 

市内に設置

された私立

幼稚園等 

神奈川県の私立幼稚園等預かり保

育推進費補助金交付要綱（平成９

年４月１日施行）第２条第２号に

掲げる預かり保育又は支援要綱第

２条第１１号に掲げる一時預かり

事業（以下「一時預かり」とい

う。）を実施するために必要な経

費（第２号及び第４号に規定する

対象経費を除く。） 

次の各号のいずれにも該当する場合

は１，１６０円に一時預かりの年間

延べ実施時間数を乗じて得た額と

し、第１号から第３号までに該当

し、かつ、第４号又は第５号のいず

れかに該当しない場合は当該乗じて

得た額に２分の１を乗じて得た額と

する。 

 (1) 市内に居住する児童（第２号

に掲げる補助金の算定の基礎と

なる児童を除く。）が在籍する

こと。 

 (2) 私立幼稚園等の園則（以下

「園則」という。）に定める開

園日において、概ね午後５時以



降まで一時預かりを実施するこ

と。 

 (3) 園則に定める長期休業日（夏

季における盆等の諸行事のため

勤務しないことが相当であると

して認められた期間並びに１月

１日から１月３日まで及び１２

月２８日から１２月３１日まで

を除く。以下同じ。）において

一時預かりを実施すること。 

 (4) 園則に定める開園日における

一時預かりの実施時間と教育課

程に係る教育時間の合計が概ね

１１時間以上であること。 

 (5) 園則に定める長期休業日及び

土曜日（一時預かりの利用希望

者がいる場合に限る。）におけ

る一時預かりの実施時間が概ね

１１時間以上であること。 

７ 職員

研修費

及び運

営管理

費 

市内に設置

された私立

幼稚園等 

職員の資質の向上を図るために私

立幼稚園等の設置者が実施する職

員の研修及び運営管理に要する経

費 

１施設当たり年額３００，０００円

とする。ただし、子ども・子育て支

援法に基づく子ども・子育て支援給

付その他の子ども・子育て支援に係

る研修を実施していない場合は１施

設当たり８０，０００円とする。 

８ 施設

等利用

給付事

務促進

事業費 

幼稚園（年

間延べ利用

児童数が３

００人以上

のものに限

る も の と

子ども・子育て支援法第３０条の

１１第３項の規定により本市が施

設等利用費を特定子ども・子育て

支援提供者に対し支払うための事

務に要する経費 

８４円に各月の初日に在籍し、か

つ、市内に居住する児童の数を乗じ

て得た額とする。 



し 、 子 ど

も・子育て

支 援 法 第

２７条第１

項に規定す

る 特 定 教

育・保育施

設である幼

稚 園 を 除

く。） 

 


